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はじめに一問題と目的一
　子どもを取り巻くさまざまな問題が多発し、
深刻化している今日、これらの問題の解決を目
指して多種多様な機関が子どもや家庭、地域社
会への支援、援助に取り組んでいる。特に、地
域で子育てをしている家庭を対象とした「地域
子育て支援」を積極的に取り組むことで、マル
トリートメントな子育て環境が、子どもにとっ
ても保護者にとっても望ましい子育て環境へと
変化していくことが期待されている。
　地域子育て支援サービスはこれまで保育サー
ビスを中心に取り紐まれてきた。しかし山縣は
就学前児童の多くが家庭で過ごしていているこ
とを示し（図1）、これらの家庭を支援するた
めには、今まで「地域子育て支援」を担ってき
た機関だけでは十分対応しきれないこと、子ど
もへの養育を実践として積み重ねてきた養護系
児童福祉施設の役割が重要であることを指摘し
ている（山縣2004：138）。児童養護施設としても、
要保護児童と一般の児童を分けることなく、子
育て支援という枠組みにおいて捉え、その育ち
をサポートしていく必要性を認識している（全
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図1　就学前児童の居場所
出興：厚生労働省主催「今後の保育のあリ方」に関する全国シンポジウム．「杜会連帯による次世代育成に向けて」資料氣2003年
生活科学科生活福祉専攻　　，
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6YGtdiJ　2003：23－24）o
　長年、子どもたちの育ちを支えてきた養護系
児童福祉施設が地域子育て支援を行うことは、
子育て家庭にとって、より安心して子どもを育
てることのできる環境が整えられることにつな
がるが、十分な体制が整わない状態での取り組
みは、養護系児童福祉施設が本来行ってきた役
割を損ねる可能性もある。
　養護系児童福祉施設が地域子育て支援として
行っている施設、事業として児童家庭支援セン
ターと子育て短期支援事業がある。保育サービ
スによる子育て支援サービスは、エンゼルプラ
ン等少子化対策の一連の流れの中で、かなり充
実してきたといえる。しかし在宅養護ニーズに
対する子育て支援サービスは、子どもへの虐待
が増加している今日、その重要性を増している
ものの、保育サービスのような目を見張る展開
はなされてこなかった。むしろ、要保護ニーズ
が発生してからどうケアするかという点に力が
入れられてきた。しかし、子どもへの虐待の予
防や早期発見が叫ばれる今日、在宅養護ニーズ
を的確にとらえ、要支援家庭にアプローチして
いくことが、子どもの権利を守っていくために
は欠かせない。
　そこで、本研究では、養護系児並福祉施設に
おける地域支援として取り’組まれてきている児
童家庭支援センター・・一及びに子育て短期支援事業
の二つに焦点を当て、これら事業の近年の動向
及び事業が行われている中で明らかにされてい
る課題をまとめ、今後の養護系児童福祉施設が
地域子育て支援に積極的に取り組んでいくため
に解決すべき点を明らかにすることを目的とし
ている。
1．児童家庭支援センター一一
1）児童家庭支援センターの創設
　養護系児童福祉施設は、施設種別によって異
なるものの「何らかの」事情により、家庭等で
の生活が困難な子どもたちに生活の場を提供す
ることをその役割として担っている。その役割
の中心は、要保護児童たちへの生活保障であっ
た。しかし、今日では、被虐待児の保護やケア
といったこれまでになかった役割が求められる
ようになってきた。
　児童家庭支援センターは1997年の児童福祉
法改正時に第二種社会福祉事業として位置づけ
られたが、その背景には、児童相談所だけでは
地域ネットワー・一一クのすそ野を拡げることに限界
があり、より地域に密着した相談支援体制の整
備が必要であることが示されている1｝。
　児童家庭支援センターは、地域の児童の福祉
に関する各般の問題につき、児童、母子家庭そ
の他の家庭、地域住民その他からの相談に応じ、
必要な助言を行うとともに、保護を要する児童
又はその保護者に対する指導を行い、あわせて
児童相談所、児童福祉施設等との連絡調整等を
総合的に行い、地域の児童、家庭の福祉の向上
を図ることを目的として設置された施設であ
る。このセンターはv児童養護施設等の児童福
祉施設の相談指導に関する知見や、夜間・緊急
時の対応、一時保護等に当たっての施設機能の
活用を図る観点から、乳児院、母子生活支援施
設、児童養護施設、情緒障害児短期治療施殻及
び児童自立支援施設に附置することとされてお
り、養護系児童福祉施設がこれまでの実績を活
かした形で相談に応じる体制を整えることとさ
れている。事業内容としては、①地域・家庭か
らの相談に応ずる事業、②都道府県（児童相談
所）からの受託による指導、③関係機関等との
連携・連絡調整、の3つが挙げられている。事
業の実施における注意事項として、児童家庭支
援センターが附置される施設では、緊急時等に
おいて当該施設で実施する在宅福祉事業等の利
用及び児童相談所からの一時保護委託が可能と
なるよう体制を確保しておくものとされており、
このセンターを設置することによって、在宅養
護ニーズに応える体制を施設側に整えておくこ
とが示され七いる。職員配置としては、児童家
庭支援センターの運営管理責任者を定めるとと
もに、①相談・支援を担当する職員（常勤1名
及び非常勤1名）、②心理療法等を担当する職
員（非常勤1名）であり、相談・支援を担当す
る職員は、児童福祉司と同様の資格が求められ、
児童福祉事業の実務経験を十分に有し、各種福
祉施策に熟知していることが望ましいとなって
おり、子ども家庭分野のみならず、各種の福祉
施策に精通し、他機関等との連携をとりなが
ら、支援できる人材を配置するようになってい
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る。児童家庭支援センターの設備としては、附
置される児童福祉施設の入所者の処遇及び当該
施設の運営上支障が生じない場合には、施設と
設備の一部を共有することは差し障えないこと
となっている。実施主体は創設当初は都道府県、
指定都市とされていたが、2002年度よりモデ
ル事業として新たに中核市等が付け加えられて
いる。また、・ヒンターの設置にあたって、当初
児童福祉施設に「附置」するものとされていた
が、平成14年度より、「施設と連携がとれる範
囲」と要件が緩和されている。平成13年度の
相談件数は平均643件となっている。
2）近年の動向
　斐護系児童福祉施設が児童家庭支援センター
の中心的な担い手として位置づけられるように
なり、養護系児童福祉施設の今後の方向性を考
える上で、どのように取り組んでいくかが課題
となってきた。全国児童養護施設協議会（以下、
全養協）が2003年4月にまとめた「子どもを
未来とするために一児童養護施設の近未来一」
（以下「近未来像H」）においても、児童家庭支
援センターについて言及されている。児童家庭
支援センターは、社会的子育て支援システムの
一翼を担う機関であり、子どもへの虐待をロー
リスク家庭から重度虐待家庭まで重層的に支援
するネットワークの一端を担う相談機関として
位置づけられており、軽度虐待家庭から重度虐
待家庭を対象とした地域子育て支援を行うこと
が期待されている。また、今後の児童養護施設
の基本型として示されたあり方では、基幹施設
として児童家庭支援センターを位置づけ、アセ
スメント機能、治療的援助機能、家庭調整機能、
短期利用機能、子育て家庭支援機能、地域小規
模施設等支援機能といった地域子育て支援機能
及び地域小規模施設へのサポートや担いきれな
い機能を有するセンターとして機能することが
想定されている（図2）。この将来構想への基
盤整備として児童家庭支援センターの増設と市
町村化が挙げられている。児童養護施設が今後
子育てのノウハウを地域子育て支援として還元
していくためには、多機能化が望まれるが、「従
来のように、生活施設である児童養護施設その
ものを多機能化するのではなく、児童家庭支援
センターに機能を付加する方向で模索すべきで
ある。今後、児童家庭支援センターの設置促進
ならびに制度の充実を図り、地域の子育て支援
の拠点として、児童家庭支援センター一を核に児
童養護施設がその役割を発揮することが期待さ
れる。」（全養協2003：4647）と示されている。
養護系児童福祉施設には、従来より担ってきた
生活施設としての役割を果たすことが施設本来
の機能として位置づけられており、その機能を
・、燕w麺設、
アセスメント機能、治療的援助機
能、家庭調歪機能、短期利用機能、
子育て家庭支援機能、地域小規模
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㌦『???。 ? 「e，．1
?
??ー．．? 壌。
　　．腎、_t
　　　　　　八イリスク家庭
φ爵（鷺i藩・
?
ek・．．
嘆：齢署濯。。．ム
地域小規模施設 地域小規模施設 地域小規模施設
図2　児童養護施設の基本型
出典：全国児童養護施設協陥会ff子どもを未来とするために一児童養護施設の近未来一ふ2003年。
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損なうことなく、その機能も含める形で「地域
子育て支援」を総合的に捉えることのできる機
関として児童家庭支援センターnが機能していく
ことが提言されている。また、各市町村を単位
とした子育て支援システムを構築していくため
に、実施主体を市町村へと移行する必要がある
ことも提言されている。児童家庭支援センター
が地域の子育て支援の拠点として機能していく
には、市町村が実施主体となることが望ましい。
　「近未来像H」の後に厚生労働省社会保障審
議会より発表された「社会的養護のあり方に関
する専門委員会」報告書においても、家族関係
の調整及び地域支援のあり方として、児童福祉
施設は、養育に関する専門知識、経験を生か
し、地域の子どもやその家族（里親を含む）に
対して、必要な支援を行う役割を損っていくこ
と、児童家庭支援センターは、地域の福祉拠点
として重要な役割を担うものであり、その充実
を図っていくことが必要であると示されている。
　このような動向を受けて、児童家庭支援セン
ターは現在全国に51か所設置されている（2003
年度）。2003年に制定された次世代育成支援対
策推進法では、各市町村に「行動計画」の策定
が義務づけられているが、その策定指針におい
ても、「要保護児童への対応などきめ細やかな
取り組みの推進」における「児童虐待防止対策
の充実」として児童家庭支援センター・・一の設置が
示されている。また、2004年12月に発表され
た「少子化社会対策大綱に基づく重点施策の具
体的実施計画について（子ども・子育て応援プ
ラン）」では「特に支援を必要とする子どもと
その家庭に対する支援の推進」の「児童虐待防
止対策の推進」事項として、2010年度までに
100か所の設置を目標値として掲げている。目
標が達成されると、各都道府県に2か所、指定
都市に1か所程度設置されることとなる。
　入所児童を対象としていた養護系児童福祉施
設が、児童家庭支援センターの設置によって地
域子育て支援への窓口を持つことができるよう
になった。児童相談所や家庭児童相談室といっ
た従来より機能している児童相談機関との連携、
調整をどのように進めていくかという課題があ
るものの、子どもの養育という養護系児童福祉
施設がこれまで担ってきたノウハウを地域に還
元することのできるサービスとして有効に用い
　られることが期待されている。
3）課題
　　児童家庭支援センター一が抱える課題として、
才村は現状を把握するためのアンケート調査を
実施し、その結果から以下のようにまとめてい
る（才村2001：17－21）。
　第一点は、「相談支援体系の再構築と制度的
位置づけの明確化」である。児童福祉主管課調
査では、児童家庭支援センターを積極的に設管
したいとしている自治体は全体の4分の1にし
かならない。その理由として、児童家庭支援セ
ンターと他の相談機関との役割分担が不明確で
あること、児童家庭支援センターが附遣される
本体施設の偏在化を挙げている。財政難の自治
体に対して、その役割分担が明確でない相談機
関を新たに作ることの必要性を説得することが
困難であることを示唆している。児童家庭支援
センターの創設にあたり、厚生労働省は、家庭
児堂相談室をより高度な専門性と法的位置づけ
を備えた児童家庭支援センターへとシフトする
ことを検討していた。しかし、財政難により児
1童家庭支援センターの整備を大幅に抑えざるを
得ない状況となり、家庭児童相談室からのシフ
トを行えぱ、質的には向上するが、量的には大
幅な減になってしまうことから、家庭児童相談
室シフト論が宙に浮いてしまったと考えられる。
児童家庭支援センターは地域に密着したきめ細
かな支援が可能であり今日の児童相談システム
において、必要な相談機関といえる。他の相談
機関との役割を明確化し、相談支援体系での位
遣づけを明らかにすることが、各自治体が整備
に取り組む推進力となってくる。才村は、私見
として、児童家庭支擾センターの位置づけを児
童相談所の補完的機関として考えている。先に
挙げた「近未来fX　ll」でも、児童相談所に続く
相談機関としてのあり方を提言している。
　第二点は、「附置施設の弾力化」である。多
くの自治体で設置できる入所施設が偏在してお
り、児童相談所の手の届かない地域への支援を
児童家庭支援センターの役割と考慮するならば、
必要な場所に自由に設置できるよう要件緩和を
図る必要があることを示している。これは、先
に述べたとおりぐ平成14年度から連携のとれ
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る範囲での設置が認められるようになり、2003
年に愛媛県で設置された児童家庭支援センター
は単独型となっている。
　第三点は、「人員体制、運営費の拡充」である。
才村の調査では、過半数の児童家庭支援セン
ターが国基準以上に職員配置を行っている。こ
れは、現行の配置基準では、児童家庭支援セン
ター本来の機能を十分に発揮できないからと考
えられる。機能が十分に発揮でき、よりよいサー
ビス展開へとつながっていくよう体制を整える
必要がある。
2．子育て短期支援事業
1）「子育て支援短期利用事業」から「子育て短
期支援事業」へ
　短期入所生活援助事業（以下tショートステ
イ）及び児童夜間養護事業（以下、トワイライ
トステイ）は、平成7年度より通知「子育て支
援短期利用事業実施要綱」によって地域子育て
支援サービスの一つとして行われるようになっ
た。それ以前においても家庭養育支援事業や父
子家庭等児童夜間養護事業として行われてきた
が、子育て支援短期利用事業として整備された。
　子育て支援短期利用事業は、核家族化や都市
化の進展、女性の社会進出等に伴い、家族や近
隣社会における子どもの養育機能が低下してき
ているため、保護者の疾病等の事由により家庭
における養育を行うことが困難になった児童等
を養護施設等において、一定期間、養育・保護
することにより、児童及びその家庭の福祉の向
上を図ることを目的としている。これまでであ
れば、祖父母を始めとする近隣や地域社会で支
援できていた養育機能が、核家族化や職業の多
様化等により低下してきた。また、離婚家庭の
増加等により、保護者の疾病や就労が即養護
ニーズを必要とする状況を生み出すこととなっ
てきた。これまで、このような養護ニーズに対
しては、緊急一時保護を行うか、場合によって
は措置入所となっていたが、ショートステイや
トワイライトステイを行うことで、子どもの生
活基盤を家庭に置くことが可能となり、子ども
にとっても、保護者にとっても安心した生活を
営み続けることができるようになった。
　この事業の実施主体は市町村であり、事業内
容は、ショートステイ及びトワイライトステイ
である。ショートステイは、児童を養育してい
る家庭の保護者が疾病等の社会的な事由によっ
て家庭における児童の養育が一時的に困難と
なった場合や母子が夫の暴力により、緊急一時
的に保護を必要とする場合等に、児童福祉施設
等において一時的に養育・保護することによ
り、これらの児童及びその家庭の福祉の向上を
図ることを目的とした事業である。事業の対象
者は、児童の養育が一時的に困難となった家庭
の児童、又は緊急一時的に保護を必要とする母
子等で市区町村長が認めた者となっている。養
育・保護の期間は7日以内であるが、市区町村
長がやむを得ない事情があると認めた場合に
は、必要最小限の範囲で延長することができる
ものとなっている。一方、トワイライトステイ
は、児童を養育している父子家庭等が、仕事等
の事由によって帰宅が恒常的に夜聞にわたるた
め、児童に対する生活指導や家事の面等で困難
を生じている場合に、その児童を児童福祉施設
等に通所させ、生活指導、夕食の提供等を行う
ことにより、父子家庭等の生活の安定、児童の
福祉の向上を図ることを目的としている事業で
ある。利用対象者は、父等の仕事等が恒常的に
夜間にわたる父子家庭等の児童であって、この
事業の対象として市町村長が認めたものとされ
ている。トワイライトステイの実施にあたって
は、生活指導等を行う者を充てることと示され
ている。いずれの事業も実施施設は、あらかじ
め市区町村長が指定した児童養護施設、母子生
活支援施設、乳児院、里親等とされている。
　ショートステイやトワイライトステイの今後
のあり方についても、「近未来像H」で提示さ
れている（全養協2003：41）。ショートステイ
やトワイライトステイといった訪問・通所型社
会的養護サー一・　ifスの改革として、これらのサー
ビスは「従来、不適切な養育等を理由として親
子分離せずに在宅で社会的養護する場合に利用
される『子育ての補完』としての役割を担っ
て」きたこと、「保護を要する状態になっても
親子分離せず住み慣れた地域で生活し続けるこ
とができるよう訪問・通所型社会的養護サービ
スの充実および開発が必要」であるとされてい
る。また、ショートステイやトワイライトステ
一15一
県立新潟女子短期大学研究紀要　第42号　2005
イが予防的サービスとして重要な位置を占めて
いること、親子分離による社会的養護サービス
の消極性を考えると、地域子育て支援として子
どもへのJ，1．f？“予防に意義あるサービスであるこ
とが指摘されている。
　この子育て支援短期利用事業は2003年の児
童福祉法改正によって、市町村が行う子育て支
援事業の一つとして位禮づけられ、名称も子育
て短期支援事業と変更された。児童の家庭の近
隣に事業実施施設がないこと等により必要な養
護を行うことができない場合には、実施施設は
あらかじめ登録している保育士や里親に委託す
ることができることになり、実施施設は児童の
養育に経験を有する保育士、里親等市町村が適
当と認めた者を複数登録しておくことが示され
ている。
2）近年の動向
　児蛍家庭支援センターと同様子育て短期支援
事業も次世代育成支援対策推進法における市町
村行動計画策定指針において、「地域における
子育ての支援」での「保育所その他の施設にお
いて、保護者の児童の養育を支援する事業」と
して位置づけられている。また、「子ども・子
育て応援プラン］でも、「子育ての新たな支え
合いと連帯」において「きめ細かい地域子育て
支援の展開」の’・・一・・一つとして、子育て短期支援事
業が挙げられており、ショートステイが現在
569か所から870か所へ（全国の児童養護施設、
母子生活支援施設、乳児院の9割で実施〉、ト
ワイライトステイは310か所から560か所へ（同
様に6割で実施〉という目標値が掲げられてい
る。
3）課題
　子育て短期支援事業の課題を各自治体・施設
に対して行ったアンケート調査結果から見てい
きたい。この調査は、養護系児童福祉施設と事
業実施主体である市町村を対象に、子育て短期
支援事業の実施について、また施設と市町村と
の関係を明らかにすることを目的とした調査研
究2）である。
　ショートステイを実施していない施設にその
理由を尋ねた結果では、当然「ニーズがないた
め」という理由も挙げられていたが、最も多かっ
たのは「行政との調整ができていない、行政か
らの要請がない」であった。具体的には「行政
側との具体的な話し合いができていない」、「市
の方針である」といった意見であった。また、「施
設設備（居室や人材の確保）が難しい」、「定員
一杯で事業を行うことが難しい」、「入所児童へ
の影響」といった、施設が従来より行っている
事業に加えての実施が難しい状態であることも
理由としてあげられていた。その他、「他事業
で対応している（市の独自事業や施設の独自事
業等）」、「他施設で実施」、「一蒔保護に切り替
えられてしまう」といった理由もあった。
　ショートステイ事業と同様に、トワイライト
ステイ事業を実施していない理由について尋ね
たところ、ここでもさまざまな理由（地域性、
行政の消極的な態度．子ども数の減少等）によ
り「ニーズがない」という理由や、「行政との
調整が不十分」という理由が多く見られた。「行
政の方針」、「施設の独自事業として実施」、「ニー
ズに見合った予算化がなされないため」といっ
た理由もあった。また、事業を実施するにあたっ
て「ハード面（施設、人材）での整備が不十分」
という声もあった。さらに「他サービス（夜間
保育、ショートステイ、一時保護）での対応が
可能」といったトワイライトステイ事業でなけ
ればならない理由が明瞭ではないために実施を
していないという理由、施設の種類によっては、
事業を実施することが「施設の性質上不適切で
ある」という理由のように、トワイライトステ
イ事業の性質上、実施が難しV｛、実施の意義を
問うような理由も見られた。
　以上の内容から子育て短期支援事業の課題と
して以下の点を考察することができる。
　第一点は行政への働きかけである。この事業
は施設が市区町村からの委託を受けて行う事業
であり、各自治体がその必要性を認識していな
ければ、事業として実施することは難しく、施
設単独事業としての取り組みとなってしまう。
市区町村は措置権者ではないことから養護ニー
ズを把握しにくい。むしろ、措置を行う都道府
県や児童相談所との関係があり、各地域での
ニーズも子どもたちを通して把握することがで
きる施設側からの働きかけで市区町村を動かす
ことも必要と思われる。自由回答の多くに、「施
設側では要請があれば受け入れる体制ができて
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いる」といった意見がいずれの事業においても
見ることができた。子育て支援事業として位置
づけられた今日、地域住民に必要なサービスで
あることを施設が各自治体に伝えていくことが
必要である。
　第二点は、人貝配置、場所の確保である。こ
の事業では、多くの施設で子育て短期支援事業
利用児童と措置入所の児童が同じ生活スペース
で過ごすこととなる。措置入所している児童に
とって、ある一定の期間が過ぎれば迎えに来る
児童や夜間だけを過ごせばいい児童と一緒の生
活は、心身共にストレスを与えることとなる。
回答の中でも、「入所児童と別々の空間で援助
するのは、物理的に不可能なので、入所児童が
目を閉じて自らの現実と向き合わなければなら
ない夜に、母や父が迎えに来る姿に接するの
は、心情的に酷である」、「居住スペースである
施設と子育て家庭支援スベースである利用施設
の本質的ニーズが大きく異なっている」（2つ
ともトワイライトステイ事業未実施の理由）と
いった意見が見られた。新たなサービスを展開
するために、今までのサービスにマイナスの影
響を与えるようなことは望ましくない。国はす
でにある設備を利用しながら、事業を行うこと
を想定しているが、利用するのは、今まで養護
系児童福祉施設が蓄積してきた子育てのノウハ
ウであったり、子どもを（保育などと比較する
と）長時間養育できる機能であり、場所や設備
の確保については、事業が実施できる体制を新
たに整える必要があるだろう。ニーズに合わせ
たサービスが｛是供できるような別空間の確保に
向けて、何らかの支援が必要といえる。老人福
祉法における老入短期入所施設に準じるような
専門施設の設置も検討していく必要がある。
　また、利用児童をケアする職員の確保も問題
である。例えばショートステイ利用では、児童
の居住地がある市区町村以外の施設で過ごす
ケースもある。その期間の通学や保育所利用を
保障することが難しいケースもある。結果とし
てサービス利用中を施設で過ごすこととなり・
児童に対応する職員の確保が必要となってくる。
トワイライトステイ事業については、生活指鱒
を行う職員を充てることとされているが、いつ
利用があるかわからない事業のために、常に職
員を配置しておくわけにもいかず、結局、措置
児童と一緒にケアすることになってしまう。利
用児童と措置児童、どちらが大切かという問題
ではないが、現行の職員配置基準のなかでは、
措置児童へのケアのみをとってみても、人員不
足は否めない。措遣児童以外の児童をさらにケ
ァすることは大変厳しいと言えるだろう。この
ことは、「入所児童のケアだけで精一杯である」、
「職員数が少なく、今いる入所児にたくさん手
をかけたい」といった意見が見られたことから
も明らかである。いつ利用があるかわからない
サービスのために職員を配置するのは難しいこ
とと思われるが、市町村が行う子育て支援事業
として位置づけられたことによって、今後利用
が増加することも考えられる。事業のための入
員と場所の確保が必要である。
　第三点は、地域的な偏在である。養護系児童
福祉施設として5つの施設種別が挙げられるが、
施設種別によってすべての子どもに門戸が開か
れている訳ではない。乳児院では学齢期の子ど
もを預かることは難しい。母子生活支援施設は、
子どもだけの利用は無理であり、実質的には、
DVケースでの緊急一時保護としてのショート
ステイやトワイライトステイとなっている。措
置児童も同様であるが、枠に縛られず利用でき
る施設は、児童養護施設のみとなってくる。こ
のアンケート調査においても、児童養護施設で
の実施率は他の2施設と比べると高くなってい
る3）。
　子育て短期支援事業を行うことのできる養護
系児童福祉施設がその市町村にあるかどうかに
よってサービス利用の可否が決まるという状況
は望ましくない。保育ニーズと違い、養護ニー
ズはどうしても限られた子どもや家庭に対して
のサービスというとらえ方がなされている。こ
のとらえ方からすべての子どもや家庭のために
あるサービスである、というとらえ方がなされ
るためには事業を行う場所を増やしていくこと、
各市町村でサービスに対応できる空間を確保す
ることが必要といえる。
　平成12年度より、児童養護施設では地域小規
模児童養護施設の取り組みが始められている。
地域小規模児童養護施設は各地域で生活するこ
ととされており、ショートステイやトワイライ
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トステイをこれらの施設で受け入れることも
可能であるという意見もある（菅原2004：14）。
ただそのためには、いくつかの施設においては
常に空きを確保しておかなければならない。6
人定員の施設で常に6人が生活している状態で
は、緊急特に受け入れることが難しい。定貝に
空きがあっても十分運営していけるだけの運営
費が確保されていることが条件となる。
3，地域子育て支援の課題と今後の展開
　児童家庭支援センタ・・一　一子育て短期支援事業
の取り組みから、養護系児童福祉施設が地域子
育て支援を行っていく上での課題は次の二点と
考えられる。
　第一点は、サービスの地域偏在をどう解決し
ていくのか、である。児童家庭支援センターは、
先にも述べたように、本体施設との連携がとれ
る範囲で単独設椴が可能となった。しかし「連
携がとれる」範囲という条件ですべての市町村
をカバーできるだけのセンター設置が可能なの
だろうか。設置要件の規制緩和という考え方も
あるが、現行の養護系児童福祉施設以外で附遣
の可能性がある機関や施設はあるのだろうか。
子育て短期支援事業のように、小規模児童養護
施設に附置するというのも一つの案と考えられ
るが、小規模児童養護施設は地域社会で子ども
たちが生活する場であり、相談機関として機能
すること1よ生活の場を侵す危険性がある。先
に挙げたように家庭児童相談室からのシフトを
進めることも考えられるが、児童家庭支援セン
ターが求める人材の配置とセンターの機能であ
る児童相談所からの受託を受けての指導が困難
であると考えられる。地域予育て支援センター
を拡大し、併設する形で単独型のセンターを設
置することも考えられるが、ここでも人材の問
題が浮上してくる。とはいうものの、完全単独
型として、現行で定められているセンター機能
をどこまで担っていけるのか、という課題が出
てくる。
　現在、一施設に一センターが附置されている
が、今後、児童家庭支援センターの地域偏在を
解決していくには、まず基幹となる養護系児童
福祉施設が各市町村に一つずつ配置されるよう
な形で複数の単独型の児童家庭支援センターを
設立し、実践を積み重ね、地域の子育て支援拠
点として機能することが可能な状態になった後
に、「近未来像H」等で示された「児童養護施
設の基本型」のように地域にある小規模児童養
護施設やグループホーム等をサポートする基幹
センターとして機能する、といった方法も考え
られる。そのためには、各養護系児童福祉施設
が、複数の児童家庭支援センターを担えるよう、
行財政として支援する必要があることは言うま
でもない。
　子育て短期支援事業については、先に挙げた
ように、小規模児童養護施設が今後数を増やし
ていく中で、対応していくことは可能であろう。
その際、「子どもの安全をどう確保するか」「け
がや事故があった場合、誰が責任を負うのか」
という課題があるζと4）を踏まえて事業を実
施することが前提となる。施設に措置されてき
た児童の安全保障については施設長が責任を負
うこととなるが、利用契約でやってきた子ども
たちの安全保障とけがや事故の際の責任につい
ては明確にされていない。小さな集団で、職員
と児童の関係が近い小規模児童養護施設だから
こそ、こういった問題が起こったときの対応策
をきちんと定めておく必要がある。
　第二点は、人員配遣等の運営体制の充実であ
る。児童家庭支援センター、子育て短期支援事
業のいずれも次世代育成支援対策や「子ども・
子育て応援プラン」において設置数を増やすこ
とに力が入れられているが、内容の充実には触
れられていない。いずれの事業も、ただ実施す
ればいいというものではなく、制度としてある
以上、有効に機能できるよう体制を整えること
が必要である。現状では人員不足が結果として、
職員一入あたりの担当児童数が増えることとな
り、子どもにとってはマイナスとなってしまう。
「新たな人員配置がないまま地域での子育て支
援が実施されれば、児童養護施設自体に混乱や
矛盾が生じたり、職員への加重負担ばかりが増
してくることも現実である。」（杉浦2003：24）
という現場からの声もあるように、このことが、
施設が地域子育て支援にマイナス的なイメージ
を持たせることにつながれば、地域子育て支援
サービスは充実していくことができない。各施
設の自助努力に頼るのではなく、国として責任
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を持って子どもを育てる役割を果たすという点
から、運営体制を充実させる方向性に進める必
要がある。
終わりに一今後の研究課題一
　今後の研究課題として、挙げられた二つの課
題を解決するために、具体的にどのような取り
組みが可能なのかを深める必要がある。特に、
地域偏在の課題をどう解決していくのか。在宅
養護ニーズは、保育サービスと違って「誰もが
利用する」サービスという認識ではなく、一般
的には「特定の人が利用する」サービスとして
理解されている。しかし、今日の社会状況のな
かで、「誰もが利用するかもしれない」サービ
スであり、今後ニーズは高まってくると考えら
れる。市町村の子育て支援事業として位置づけ
られた今、「うちの市町村には養護系児童福祉
施設がなく、利用できる施設はかなり遠くの施
設しかない」という状況は、利用しようとする
保護者にとって本当に「子育て支援」になって
いるのかどうか、考えなければならない。新潟
県のように、県内の養護系児童福祉施設が限ら
れており、地域偏在しているといった課題を抱
える地域はどのように解決することが可能なの
か研究することを今後の研究課題としたい。
注
1）中央児童福祉審議会基本問題部会による少
子社会にふさわしい児童自立支援システムにつ
いての中間…報告（1995）において、地域社会に
おける支援体制の強化策として出された「子ど
も家庭支援センター（仮称）の整備」の内容で
ある。
2）2002年厚生労働科学研究（子ども家庭総
合研究事業）による「養護系児童福祉施設を活
用した地域福祉サービスのあり方に関する研
究」（研究代表：山縣文治）である。調査対象
は、児童養護施設、乳児院、母子生活支援施設・
児童自立支援施設、情緒障害児短期治療施設・
児童家庭支援センターの総数1，066施設であり、
有効回答数は618（有効回収率は58、0％）であっ
た。調査期闘は2002年11月1日から11月20
日。ショ．一一トステイ及びトワイライトステイの
実施施設は、児童養護施設、乳児院、母子生活
支援施設であり、この3施設（530施設）から
回答を得ているeなお、データは2001年のも
のである。
　ショートステイ事業を実施している施設は
274施設（51．7％）、実施していない施設は214
施設（40．4％）であり、17施設（32％）が検討
中と回答している。トワイライトステイ事業を
実施している施設は、129施設（24．3％）、実施
していない施設は342施設（64．5％）、検討中で
ある施設は24施設（4，5°／。）であった。
3）ショートステイは、児童養護施設63．1％、
乳児院73．3％、母子生活支援施設18．8％、トワ
イライトステイは、児童養護施設332％、乳児
院147％，母子生活支援施設11．7％であり、施
設種別による実施率に差がある。
4）山縣による調査研究において、実際に事業
をしている施設が困っていることとして、こ
のことが示されていた。また、菊池（1999：
25・28）による実践レポー－1・でも事故補償制度
の未整備が指摘されている。
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